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バーゼルⅡ（第3の柱）に基づく開示事項

■連結の範囲に関する事項
●　�連結自己資本比率を算出する対象となる会社の集団（以下「連

結グループ」という）に属する会社と連結財務諸表規則に基づ
く連結の範囲に含まれる会社に相違点はございません。

●　連結グループに属する連結子会社は1社です。（平成24年3月末現在）
名　　　　称 主要な業務の内容

仙銀ビジネス株式会社
当行委託の事務代行業務、現金
精査整理業務、店舗・社宅・ 
寮等不動産の保守･管理・賃貸業
務等

●　�告示（注1）第9条又は第32条が適用される金融業務を営む関連
法人はございません。

●　�告示第8条第1項第2号イからハまで又は第31条第1項第2号イか
らハまでに掲げる控除項目の対象となる会社はございません。

●　�銀行法第16条の2第1項第11号に掲げる会社のうち従属業務を
専ら営むもの又は同項第12号に掲げる会社であって、連結グ
ループに属していない会社はございません。

●　�連結グループ内の資金及び自己資本の移動に係る制限等は特段
ございません。連結子会社の業況等により、支援を行うことが
ございます。

（注）	1.	�銀行法第14条の２の規定に基づく平成18年金融庁告示第19号
	 2.	�当行の連結子会社であった仙銀カード株式会社（クレジットカード業務）

は、平成23年4月1日付で当行が吸収合併し、同日付で解散しております。

■自己資本調達手段の概要
自己資本調達手段（平成24年3月末現在）

自己資本調達手段 概　　　　　要

普通株式 7,591,100株 完全議決権株式
優先株式 20,000,000株 第Ⅰ種優先株式

劣後特約
付借入金 1,500百万円

・期間8～10年（期日一括返済）
・一部において、ステップアップ 

金利特約付
・ 一 部 に お い て、5 年 目 以 降 に、 

金融庁の承認を条件に期限前返済
が可能

■自己資本の充実度に関する評価方法の概要
　当行では、業務運営上のリスクのうち「信用リスク」「市場リスク」
「オペレーショナル･リスク」をそれぞれ評価し、総体的に把握した
リスク量が、自己資本（Tier1とTier2の合計額）の一定割合の範囲
内に収まるよう、リスク許容度を設定し、業務の健全性・適切性の
維持に努める方針としております。なお、リスク許容度については、
試行的に設定した後に本格的に実施する等、段階的に高度化を図る
方針としております。
　自己資本充実度の評価にあたっては、内部環境、外部環境及びリ
スク評価方法等に留意するとともに、定期的又は必要に応じて随時、
取締役会等において検証し、例えば自己資本充実度が十分でない場
合等は、自己資本増強等の対応策を検討、実施する方針としており
ます。

■信用リスクに関する事項
●　�リスク管理の方針及び手続の概要

（信用リスクとは）
　信用リスクとは、信用供与先の財務状況の悪化等により、資産の
価値が減少又は消失し、当行が損失を被るリスクをいいます。

（信用リスク管理の方針及び手続の概要）
　当行では、「信用リスク管理方針」を制定しリスクの分散を基本と
する最適な与信ポートフォリオの構築を目指すとともに、「信用格付」
「自己査定」を通じて信用供与にかかるリスクを客観的かつ計量的に
把握する「信用リスクの計量化」に取り組んでおります。
　銀行全体の与信ポートフォリオについては、融資部が業種集中度合
や大口集中度合等のモニタリングを定期的に行い、集中リスクを排除
したポートフォリオ構築に取り組んでおり、モニタリング結果を定期
的に経営委員会及び取締役会に報告しております。
　信用格付制度は、個別債務者に信用度に応じた信用格付を付与して
分類するもので、当行では、案件審査や与信管理、与信ポートフォリ
オのモニタリングを行う上で、信用格付を利用しております。
　自己査定は、債務者区分及び担保・保証等の状況をもとに、債権の
回収の危険性の度合いに応じて資産の分類を行うものです。自己査定
の集計結果等は経営委員会及び取締役会に報告しております。
　なお、計測した信用リスク量については「ALM委員会」において協
議し、経営委員会へ報告しております。

（自己査定と償却・引当）
　当行では、金融検査マニュアル等に即した自己査定基準及び償却・
引当基準を定めており、自己査定を定期的に行い、適切な償却・引当
を行っております。
　貸倒引当金は、償却・引当基準に基づいて計上しており、債務者区
分が「正常先」「要注意先」に該当する債権については、一定の種類
ごとに分類し、過去の貸倒実績から計算した将来の予想損失額を一般
貸倒引当金に計上しております。「破綻懸念先」「実質破綻先」「破綻先」
に該当する債権については、担保・保証等により回収が見込まれる部
分以外の額について、直接償却又は個別貸倒引当金の計上を行ってお
ります。

●　標準的手法が適用されるポートフォリオについて
　リスク･ウェイトの判定は、原則として次の適格格付機関4社の格付
を各エクスポージャーごとの参照する格付に使用しております。
　使用する適格格付機関（原則）

エクスポージャーの種類 国内のエクスポージャー 国外のエクスポージャー

中央政府及び中央銀行（注1） R&I、JCR Moody’s、S&P
中央政府及び
中央銀行以外の公共部門（注2）

R&I、JCR Moody’s、S&P

金融機関 R&I、JCR Moody’s、S&P

事業法人その他 R&I、JCR Moody’s、S&P

（注）	1.	�これにかかわらず日本国政府及び日本銀行向けの円建てエクスポージャー
はリスク･ウェイト０％といたします。

	 2.	�我が国の地方公共団体等これにかかわらず個別にリスク･ウェイトを規定
するものを除きます。

　参照する格付
エクスポージャーの種類 参照する格付

中央政府及び中央銀行（注1） 中央政府に付与された格付
中央政府及び
中央銀行以外の公共部門（注2） 所在国の中央政府に付与された格付

金融機関 設立された国の中央政府に付与さ
れた格付

事業法人その他 各法人等に個別に付与された格付

（注）	1.	�これにかかわらず日本国政府及び日本銀行向けの円建てエクスポージャー
はリスク･ウェイト０％といたします。

	 2.	�我が国の地方公共団体等これにかかわらず個別にリスク･ウェイトを規定
するものを除きます。

●　内部格付手法が適用されるポートフォリオについて
　内部格付手法は採用しておりません。

〔定性的な開示事項〕
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■�信用リスク削減手法に関するリスク管理の方針及び
手続の概要

（信用リスク削減手法とは）
　当行では、信用リスク・アセットの額の算出において、告示第80
条の規定に基づき信用リスク削減手法を適用しております。信用リス
ク削減手法とは、当行が抱える信用リスクを軽減するための措置であ
り、適格金融資産担保、保証、貸出金と預金の相殺、クレジット・デ
リバティブが該当いたします。なお、適格金融資産担保付取引につい
て信用リスク削減手法を適用する手法として、当行では簡便手法を用
いております。

（方針及び手続）
　エクスポージャーの信用リスクの削減手段として有効に認められる
適格金融資産担保については、当行が定める「融資担保規程」及び「貸
出金関連信用リスク・アセット算出細則」にて、評価及び管理を行っ
ており、自行預金、日本国政府又は我が国の地方公共団体が発行する
円建て債券、上場会社の株式を適格金融資産担保として取り扱ってお
ります。
　また、保証については我が国の地方公共団体の保証が主体となって
おり、信用度の評価については、全て政府保証と同様と判定しており
ます。
　貸出金と自行預金の相殺にあたっては、債務者の担保預金（総合口
座を含む）として差入られていない定期性預金を対象としております。
　なお、クレジット・デリバティブについては、現時点において自己
資本比率計算上の信用リスク削減としては勘案しておりません。

■�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリ
スクに関するリスク管理の方針及び手続の概要

　当行では、派生商品取引として、スワップ関連取引、外国為替先物
予約取引がございます。派生商品取引の取引相手の信用リスクに関し
ては、原則として債権と同様の方法により管理しております。
　なお、当行では派生商品に係る担保による保全は行っておりませ
ん。また、一部の派生商品取引では、当行の信用力の低下により追加
的な担保の提供が求められることがありますが、当行は担保として提
供可能な資産を十分に保有しております。

■オペレーショナル・リスクに関する事項
●　�リスク管理の方針及び手続の概要

（オペレーショナル・リスク管理体制）
　オペレーショナル・リスクとは、業務の過程、役職員の活動もしく
はシステムが不適切であること、又は外生的な事象により、損失を被
るリスクをいいます。
　当行では、オペレーショナル・リスクの総合的な管理を経営の重要
事項と位置付け、当行の業務の規模・特性・体力等を考慮しつつ、ま
た、オペレーショナル・リスクがあらゆる場所で顕在化する可能性が
あるという特性を認識し、オペレーショナル・リスクの総合的な管理
態勢の整備に取り組んでおります。
　オペレーショナル・リスクの管理については、オペレーショナル・
リスク管理の基本的事項を定めた「オペレーショナル・リスク管理方
針」を制定し、オペレーショナル・リスクを「事務リスク」、「システ
ムリスク」、「法務リスク」、「風評リスク」、「人的リスク」、「有形資産
リスク」の6つに区分したうえで、各リスクの主管部署を定め、業務
全般にわたる管理体制や各種規程の整備に取り組んでおります。また、
リスク統括部リスク管理室が総合的な管理部署としてオペレーショナ
ル・リスク全体を一元管理し、総合的なオペレーショナル・リスクを
把握したうえで、改善へ向けた施策等を行い、オペレーショナル・リ
スクの極小化を目指しております。

リスク区分 定　　義

事務リスク
役職員が正確な事務を怠る、又は事故・不正を
起こすことにより、損失を被るリスクをいいま
す。

システムリスク

コンピュータシステムのダウン又は誤作動等、
システムの不備等に伴い損失を被るリスク、さ
らにコンピュータが不正に使用されることによ
り、損失を被るリスクをいいます。

法務リスク
法令等や各種取引上の契約等において、遵守違
反や契約違反、その他それに伴う罰則適用や損
害賠償等により、損失を被るリスクをいいます。

風評リスク

災害・事故・経営不振等についての不適切ある
いは、虚偽の報道・情報が流通し評判が悪化す
ること等により、直接、間接を問わず不測の損
失を被るリスクをいいます。

人的リスク

役職員等の健康又は職場の安全環境、人事運営
上の不公平・不公正、差別的行為（セクシャル
ハラスメント等）等により、損失を被るリスク
をいいます。

有形資産リスク
災害や資産管理の瑕疵等の結果、不動産・動
産、備品等の資産の毀損や執務環境等の質の低
下等により、損失を被るリスクをいいます。

●　�オペレーショナル・リスク相当額の算出に使用する手法の名称
　自己資本比率規制上のオペレーショナル・リスク相当額の算出につ
いては、告示に定める「基礎的手法」を採用しております。

●　�先進的計測手法を使用する場合における事項
　該当ございません。

■�出資等又は株式等エクスポージャーに関するリスク
管理の方針及び手続の概要

　当行では、投資有価証券について「有価証券業務施策」を半期ごと
に作成し、投資の基本施策、運用方針及びリスク管理について、リス
ク管理委員会の協議を経て経営委員会で決議しております。また、株
式等については、有価証券の総運用額に対する保有限度割合及び損失
限度枠を設定しており、設定限度枠を超えないようコントロールする
とともに、常時監視し、状況を毎月ALM委員会及び経営委員会に報
告しております。
　当行では、リスク計測態勢の構築を検討し、リスク計量の精度向上
と態勢整備に努めております。
　株式等の評価について、子会社株式については移動平均法による原
価法、その他有価証券のうち時価のあるものについては決算日の市場
価格等に基づく時価法（売却原価は移動平均法により算定）、時価の
ないものについては移動平均法による原価法又は償却原価法により評
価しております。また、その他有価証券の評価差額については、全部
純資産直入法により処理しております。
　株式等について、会計方針等を変更した場合は財務諸表等規則第8
条の3に基づき、変更の理由や影響額について財務諸表の注記に記載
することとしております。
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バーゼルⅡ（第3の柱）に基づく開示事項

■銀行勘定における金利リスクに関する事項
●　�リスク管理の方針及び手続の概要

（リスク管理の方針）
　当行において管理可能なリスクについては、能動的に一定のリスク
を取り収益機会としていますが、管理不可能なリスクは極力回避する
ことを基本的な方針としております。
　また、リスクの計測態勢の整備に努めるとともに、過度に特定種目
に投資する集中リスクを排除し、リスク分散に努めております。

（手続の概要）
　当行は、市場リスクの管理のため、保有限度枠（保有額の上限）等
の管理枠の設定を行い、半期ごとに見直しを行っております。また、
管理枠にはアラームポイントを設け、対応方針の見直しが的確に行え
るようにしております。個別銘柄にはロスカット・ルールを設け、損
失の極大化に制限を設けております。
　平成19年3月から施行された新しい自己資本比率規制（バーゼルⅡ）
におけるアウトライヤー基準と呼ばれる金利リスクの限度管理につい
ては、適切な範囲に金利リスクをコントロールするため、毎月、ALM
委員会において金利リスクの状況を把握し、対応を協議・検討してお
ります。

●　�内部管理上使用した銀行勘定における金利リスクの算定手法の概
要

（計測頻度）
　当行では、下記金利ショックによる金利リスク量を毎月計測し、
ALM委員会及び経営委員会等へ報告し、金利リスクの管理を行って
おります。
　なお、連結子会社の金利リスクについては、現在連結子会社全体の
資産・負債のうち金利感応性をもつものが、母体行対比で僅少なこと
から、金利リスクの計量化は行っておりません。

（金利ショックの種類）
　保有期間1年、最低5年の観測期間で計測される金利変動の1パーセ
ンタイル値と99パーセンタイル値の金利ショックによる銀行勘定の
経済的価値の減少額を金利リスク量としております。

（コア預金の取扱）
　流動性預金については、滞留期間を考慮した「コア預金」（*）を内
部モデルにより算定しております。
（*）�｢コア預金｣ とは、明確な金利改定間隔がなく、預金者の要求によって随時

払い出される預金のうち、引き出されることなく長期間滞留する預金を指し
ております。

（期限前返済・繰上償還権の取扱）
　貸出金、預金等の金利リスク量は、期限前返済（解約）が無いこと
を前提に計測しておりますが、有価証券にあらかじめ付与されている
繰上償還権については、計算上これを考慮し、満期日を調整した計測
を行っております。
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　計数は百万円未満を切り捨てて表示しております。

■�自己資本の構成に関する事項
　自己資本の構成については、連結自己資本比率（21ページ）及び単体自己資本比率（39ページ）に記載しております。

■自己資本の充実度に関する事項
●　�信用リスクに対する所要自己資本の額

（単位：百万円）

〔定量的な開示事項〕

単体 連結
平成23年3月期 平成24年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期

信用リスク・
アセットの額

所要自己
資本の額

信用リスク・
アセットの額

所要自己
資本の額

信用リスク・
アセットの額

所要自己
資本の額

信用リスク・
アセットの額

所要自己
資本の額

【資産（オン・バランス）項目】
現金 ― ― ― ― ― ― ― ―
我が国の中央政府及び中央銀行向け ― ― ― ― ― ― ― ―
外国の中央政府及び中央銀行向け 16 0 16 0 16 0 16 0
国際決済銀行等向け ― ― ― ― ― ― ― ―
我が国の地方公共団体向け ― ― ― ― ― ― ― ―
外国の中央政府等以外の公共部門向け 927 37 931 37 927 37 931 37
国際開発銀行向け 1 0 1 0 1 0 1 0
地方公共団体金融機構向け 149 5 150 6 149 5 150 6
我が国の政府関係機関向け 4,009 160 3,447 137 4,009 160 3,447 137
地方三公社向け ― ― ― ― ― ― ― ―
金融機関及び第一種金融商品取引業者向け 11,395 455 7,625 305 11,395 455 7,625 305
法人等向け 87,862 3,514 96,973 3,878 84,009 3,360 94,290 3,771
中小企業等向け及び個人向け 80,095 3,203 80,794 3,231 80,807 3,232 80,794 3,231
抵当権付住宅ローン 23,248 929 21,309 852 23,248 929 21,309 852
不動産取得等事業向け 33,070 1,322 37,213 1,488 33,070 1,322 37,213 1,488
三月以上延滞等 1,779 71 1,331 53 1,831 73 1,331 53
取立未済手形 ― ― ― ― ― ― ― ―
信用保証協会等による保証付 2,523 100 2,276 91 2,523 100 2,276 91
株式会社企業再生支援機構等による保証付 ― ― ― ― ― ― ― ―
出資等 9,597 383 7,451 298 9,597 383 7,451 298
上記以外 19,894 795 19,833 793 22,464 898 21,843 873
証券化（オリジネーターの場合） ― ― ― ― ― ― ― ―
証券化（オリジネーター以外の場合） ― ― ― ― ― ― ― ―
複数の資産を裏付とする資産（所謂ファンド）のうち、
個々の資産の把握が困難な資産 ― ― ― ― ― ― ― ―

資産（オン・バランス）計 274,573 10,982 279,355 11,174 274,053 10,962 278,682 11,147
【オフ・バランス取引等項目】		

原契約期間が1年以下のコミットメント 50 2 100 4 50 2 100 4
特定の取引に係る偶発債務 5 0 36 1 5 0 36 1
原契約期間が1年超のコミットメント ― ― 2,412 96 1,807 72 2,412 96
信用供与に直接的に代替する偶発債務 1,751 70 1,525 61 1,751 70 1,525 61
有価証券の貸付、現金若しくは有価証券による担保の提供又は
有価証券の買戻条件付売却若しくは売戻条件付購入 929 37 640 25 929 37 640 25

派生商品取引 31 1 18 0 31 1 18 0
オフ・バランス取引等　計 2,767 110 4,732 189 4,574 182 4,732 189
信用リスク（標準的手法）計 277,341 11,093 284,087 11,363 278,627 11,145 283,415 11,336
オペレーショナル・リスク（基礎的手法） 23,738 949 23,161 926 23,893 955 23,188 927
総所要自己資本額 301,079 12,043 307,249 12,289 302,521 12,100 306,603 12,264

（注）	�所要自己資本の額＝信用リスク・アセットの額×4％
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バーゼルⅡ（第3の柱）に基づく開示事項

（注）	1.	オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除いております。
	 2.	�「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャー、又は引当金勘案前でリスク・ウェイ

トが150％であるエクスポージャーをいいます。

■信用リスクに関する次に掲げる事項
●　�信用リスクに関するエクスポージャーの期末残高及び三月以上延滞エクスポージャーの期末残高（地域別、業種別、残存期間別）

〈単体〉
平成23年3月期 平成24年3月期

信用リスク・エクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクス

ポージャー

信用リスク・エクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクス

ポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ 
以外のオフ・バラ
ンス取引

有価証券 デリバティブ
取引

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ 
以外のオフ・バラ
ンス取引

有価証券 デリバティブ
取引

国内計 853,634 615,139 204,370 159 3,114 1,002,678 655,574 318,429 91 2,572 

国外計 24,110 ― 23,979 ― ― 22,269 ― 22,152 ― ―

地域別合計 877,744 615,139 228,350 159 3,114 1,024,947 655,574 340,581 91 2,572 

製造業 46,899 29,115 17,737 ― 113 56,491 31,717 24,720 ― 265 

農業、林業 1,653 1,652 ― ― 27 2,849 2,848 ― ― 22 

漁業 402 402 ― ― ― 392 392 ― ― 1 

鉱業、採石業、砂利採取業 116 116 ― ― ― 313 313 ― ― ―

建設業 28,725 28,298 376 ― 1,098 31,733 31,321 372 ― 504 

電気・ガス・熱供給・水道業 5,451 412 5,032 ― ― 5,523 1,415 4,099 ― ―

情報通信業 4,907 2,920 1,972 ― 7 6,495 4,423 2,052 ― ―

運輸業、郵便業 38,918 16,033 22,845 ― ― 43,975 17,382 26,564 ― ―

卸売業、小売業 40,052 36,381 3,609 ― 470 43,807 39,513 4,240 ― 129 

金融業、保険業 178,111 121,152 55,242 159 ― 182,283 119,917 61,159 91 ―

不動産業 60,268 52,142 7,809 ― 170 64,194 57,826 6,050 ― 283 

物品賃貸業 6,517 6,474 ― ― ― 6,741 6,700 ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 3,880 3,878 ― ― 37 3,622 3,621 ― ― 0 

宿泊業 4,632 4,630 0 ― 131 4,704 4,703 0 ― 55 

飲食業 4,495 4,423 70 ― 47 4,368 4,317 50 ― 43 

生活関連サービス業、娯楽業 8,887 8,862 15 ― 39 9,598 9,574 15 ― 39 

教育、学習支援業 6,028 4,025 2,000 ― ― 4,684 3,683 1,000 ― ―

医療、福祉 14,311 14,307 ― ― 199 17,418 17,413 ― ― 246 

その他のサービス 17,456 10,314 7,137 ― 27 18,730 11,347 7,379 ― 26 

国・地方公共団体 198,250 95,042 102,367 ― ― 315,862 113,445 201,680 ― ―

その他 207,776 174,551 2,135 ― 743 201,156 173,695 1,196 ― 954 

業種別合計 877,744 615,139 228,350 159 3,114 1,024,947 655,574 340,581 91 2,572 

1年以下 143,028 127,654 13,728 ― 1,557 145,617 131,738 12,770 ― 974 

1年超3年以下 94,731 61,102 33,573 42 282 135,553 69,769 65,735 33 70 

3年超5年以下 173,950 76,076 97,788 34 186 241,607 69,899 171,613 58 84 

5年超7年以下 57,565 39,937 17,546 80 188 60,173 41,255 18,911 ― 444 

7年超10年以下 93,420 62,867 30,551 1 167 118,522 74,063 44,458 ― 106 

10年超 189,069 163,923 25,146 ― 727 196,166 177,006 19,159 ― 817 

期間の定めのないもの 125,978 83,578 10,015 ― 5 127,307 91,840 7,932 ― 74 

残存期間別合計 877,744 615,139 228,350 159 3,114 1,024,947 655,574 340,581 91 2,572 

（単位：百万円）
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〈連結〉

（注）	1.	オフ・バランス取引は、デリバティブ取引を除いております。
	 2.	�「三月以上延滞エクスポージャー」とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から３カ月以上延滞しているエクスポージャー、又は引当金勘案前でリスク・ウェイ

トが150％であるエクスポージャーをいいます。

平成23年3月期 平成24年3月期

信用リスク・エクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクス

ポージャー

信用リスク・エクスポージャー期末残高

三月以上延滞
エクス

ポージャー

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ 
以外のオフ・バラ
ンス取引

有価証券 デリバティブ
取引

貸出金、コミット
メント及びその他
のデリバティブ 
以外のオフ・バラ
ンス取引

有価証券 デリバティブ
取引

国内計 855,872 614,055 204,370 159 3,149 1,002,005 652,901 318,429 91 2,572 

国外計 24,110 ― 23,979 ― ― 22,269 ― 22,152 ― ―

地域別合計 879,983 614,055 228,350 159 3,149 1,024,274 652,901 340,581 91 2,572 

製造業 46,899 29,115 17,737 ― 113 56,491 31,717 24,720 ― 265 

農業、林業 1,653 1,652 ― ― 27 2,849 2,848 ― ― 22 

漁業 402 402 ― ― ― 392 392 ― ― 1 

鉱業、採石業、砂利採取業 116 116 ― ― ― 313 313 ― ― ―

建設業 28,725 28,298 376 ― 1,098 31,733 31,321 372 ― 504 

電気・ガス・熱供給・水道業 5,451 412 5,032 ― ― 5,523 1,415 4,099 ― ―

情報通信業 4,907 2,920 1,972 ― 7 6,495 4,423 2,052 ― ―

運輸業、郵便業 38,918 16,033 22,845 ― ― 43,975 17,382 26,564 ― ―

卸売業、小売業 40,052 36,381 3,609 ― 470 43,807 39,513 4,240 ― 129 

金融業、保険業 177,249 120,510 55,242 159 ― 182,443 119,917 61,159 91 ―

不動産業 56,787 49,290 7,809 ― 170 60,469 55,152 6,050 ― 283 

物品賃貸業 6,517 6,474 ― ― ― 6,741 6,700 ― ― ―

学術研究、専門・技術サービス業 3,880 3,878 ― ― 37 3,622 3,621 ― ― 0 

宿泊業 4,632 4,630 0 ― 131 4,704 4,703 0 ― 55 

飲食業 4,495 4,423 70 ― 47 4,368 4,317 50 ― 43 

生活関連サービス業、娯楽業 8,887 8,862 15 ― 39 9,598 9,574 15 ― 39 

教育、学習支援業 6,028 4,025 2,000 ― ― 4,684 3,683 1,000 ― ―

医療、福祉 14,311 14,307 ― ― 199 17,418 17,413 ― ― 246 

その他のサービス 17,456 10,314 7,137 ― 27 18,730 11,347 7,379 ― 26 

国・地方公共団体 198,250 95,042 102,367 ― ― 315,862 113,445 201,680 ― ―

その他 214,357 176,961 2,135 ― 778 204,047 173,695 1,196 ― 954 

業種別合計 879,983 614,055 228,350 159 3,149 1,024,274 652,901 340,581 91 2,572 

1年以下 142,405 127,012 13,728 ― 1,557 145,617 131,738 12,770 ― 974 

1年超3年以下 97,141 63,511 33,573 42 282 135,553 69,769 65,735 33 70 

3年超5年以下 173,950 76,076 97,788 34 186 241,607 69,899 171,613 58 84 

5年超7年以下 57,565 39,937 17,546 80 188 60,173 41,255 18,911 ― 444 

7年超10年以下 93,420 62,867 30,551 1 167 118,522 74,063 44,458 ― 106 

10年超 186,218 161,071 25,146 ― 727 193,492 174,332 19,159 ― 817 

期間の定めのないもの 129,281 83,578 10,015 ― 39 129,308 91,840 7,932 ― 74 

残存期間別合計 879,983 614,055 228,350 159 3,149 1,024,274 652,901 340,581 91 2,572 

（単位：百万円）
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●　一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減額
一般貸倒引当金、個別貸倒引当金及び特定海外債権引当勘定の期末残高及び期中増減額

〈単体〉
平成23年3月期 平成24年3月期

期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高
一般貸倒引当金 1,249 2,484 3,733 3,733 1,059 4,792
個別貸倒引当金 2,507 573 3,080 3,080 2,484 5,564
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ― ―
合計 3,756 3,057 6,813 6,813 3,543 10,356

（単位：百万円）

（注）	1.	上記の個別貸倒引当金は、貸出金、支払承諾及び未収利息の引当金です。仮払金及び出資金は含んでおりません。
	 2.	�一般貸倒引当金の地域別、業種別内訳については算定を行っておりません。

個別貸倒引当金の地域別、業種別内訳

（注）	個別貸倒引当金は、部分直接償却実施後の計数でございます。

〈単体〉

平成23年3月期 平成24年3月期
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

一般貸倒引当金 1,302 2,371 3,673 3,673 1,014 4,688
個別貸倒引当金 2,618 571 3,190 3,190 2,374 5,564
特定海外債権引当勘定 ― ― ― ― ― ―
合計 3,920 2,943 6,864 6,864 3,388 10,252

（単位：百万円）

（注）	1.	上記の個別貸倒引当金は、貸出金、支払承諾及び未収利息の引当金です。仮払金及び出資金は含んでおりません。
	 2.	一般貸倒引当金の地域別、業種別内訳については算定を行っておりません。

〈連結〉

平成23年3月期 平成24年3月期
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

国内計 2,507 573 3,080 3,080 2,484 5,564
国外計 ― ― ― ― ― ―
地域別合計 2,507 573 3,080 3,080 2,484 5,564
製造業 351 15 367 367 1,010 1,377
農業、林業 5 9 14 14 2 17
漁業 1 1 2 2 10 13
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ―
建設業 657 51 708 708 △ 550 158
電気・ガス・熱供給・水道業 120 ― 120 120 128 248
情報通信業 86 △ 25 61 61 △ 5 56
運輸業、郵便業 26 140 167 167 92 259
卸売業、小売業 314 444 759 759 △ 153 605
金融業、保険業 145 △ 145 ― ― ― ―
不動産業 283 △ 35 247 247 993 1,240
物品賃貸業 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 6 27 33 33 △ 17 15
宿泊業 62 89 152 152 △ 122 29
飲食業 92 △ 27 64 64 1 66
生活関連サービス業、娯楽業 82 △ 62 20 20 273 294
教育、学習支援業 0 △ 0 0 0 △ 0 ―
医療、福祉 106 63 170 170 △ 41 129
その他のサービス 11 19 31 31 48 79
国・地方公共団体 ― ― ― ― ― ―
その他 151 5 157 157 813 971
業種別合計 2,507 573 3,080 3,080 2,484 5,564

（単位：百万円）
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（注）	個別貸倒引当金は、部分直接償却実施後の計数でございます。

〈連結〉

平成23年3月期 平成24年3月期
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

国内計 2,618 571 3,190 3,190 2,374 5,564
国外計 ― ― ― ― ― ―
地域別合計 2,618 571 3,190 3,190 2,374 5,564
製造業 351 15 367 367 1,010 1,377
農業、林業 5 9 14 14 2 17
漁業 1 1 2 2 10 13
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ― ― ―
建設業 657 51 708 708 △ 550 158
電気・ガス・熱供給・水道業 120 ― 120 120 128 248
情報通信業 86 △ 25 61 61 △ 5 56
運輸業、郵便業 26 140 167 167 92 259
卸売業、小売業 314 444 759 759 △ 153 605
金融業、保険業 145 △ 145 ― ― ― ―
不動産業 283 △ 35 247 247 993 1,240
物品賃貸業 ― ― ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 6 27 33 33 △ 17 15
宿泊業 62 89 152 152 △ 122 29
飲食業 92 △ 27 64 64 1 66
生活関連サービス業、娯楽業 82 △ 62 20 20 273 294
教育、学習支援業 0 △ 0 0 0 △ 0 ―
医療、福祉 106 63 170 170 △ 41 129
その他のサービス 11 19 31 31 48 79
国・地方公共団体 ― ― ― ― ― ―
その他 263 4 267 267 703 971
業種別合計 2,618 571 3,190 3,190 2,374 5,564

（単位：百万円）

●　業種別又は取引相手の別の貸出金償却の額

単体 連結
平成23年3月期 平成24年3月期 平成23年3月期 平成24年3月期

製造業 ― ― ― ―
農業、林業 ― ― ― ―
漁業 ― ― ― ―
鉱業、採石業、砂利採取業 ― ― ― ―
建設業 5 56 5 56
電気・ガス・熱供給・水道業 ― ― ― ―
情報通信業 4 ― 4 ―
運輸業、郵便業 ― ― ― ―
卸売業、小売業 0 37 0 37
金融業、保険業 ― ― ― ―
不動産業 ― ― ― ―
物品賃貸業 ― ― ― ―
学術研究、専門・技術サービス業 ― 16 ― 16
宿泊業 ― ― ― ―
飲食業 ― 9 ― 9
生活関連サービス業、娯楽業 1 ― 1 ―
教育、学習支援業 ― ― ― ―
医療、福祉 ― ― ― ―
その他のサービス ― ― ― ―
国・地方公共団体 ― ― ― ―
その他 1 ― 4 ―
業種別合計 13 120 16 120

（単位：百万円）
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バーゼルⅡ（第3の柱）に基づく開示事項

●　�標準的手法が適用されるエクスポージャーについて、リスク・ウ
ェイトの区分ごとの信用リスク削減手法の効果を勘案した後の残
高及び資本控除した額

リスク・ウェイトの区分ごとのエクスポージャー
〈単体〉

平成23年3月期 平成24年3月期
格付あり 格付なし 格付あり 格付なし

０％ 160,409 190,030 275,281 248,105
10％ 33,045 34,341 28,062 30,677
20％ 86,310 678 74,311 ―
35％ ― 66,425 ― 60,884
50％ 21,970 424 35,267 344
75％ ― 107,318 ― 110,955
100％ 14,938 122,425 11,940 128,271
150％ ― 605 10 525

自己資本控除 330 ― ― ―
合計 317,005 522,249 424,873 579,764

（単位：百万円）

（注）	�「格付あり」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージ
ャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格付に
準拠したリスク・ウェイトを適用しているエクスポージャーが含まれております。

（注）	�現金及び自行預金には、貸出金と自行預金の相殺が可能なエクスポージャー（平
成23年3月期4,221百万円、平成24年3月期4,152百万円）を含んでおります。

〈連結〉

平成23年3月期 平成24年3月期
格付あり 格付なし 格付あり 格付なし

０％ 160,422 190,037 275,281 248,105
10％ 33,045 34,341 28,062 30,677
20％ 86,310 678 74,311 ―
35％ ― 66,425 ― 60,884
50％ 21,970 424 35,267 344
75％ ― 110,676 ― 110,955
100％ 14,938 121,141 11,940 127,598
150％ ― 640 10 525

自己資本控除 330 ― ― ―
合計 317,017 524,364 424,873 579,091

（単位：百万円）

（注）	�「格付あり」エクスポージャーには、原債務者の格付を適用しているエクスポージ
ャーに加え、保証人の格付を適用しているエクスポージャーや、ソブリン格付に
準拠したリスク・ウェイトを適用しているエクスポージャーが含まれております。

■信用リスク削減手法に関する事項
●　信用リスク削減手法が適用されたエクスポージャー

（単位：百万円）

エクスポージャーの額

平成23年3月期 平成24年3月期

現金及び自行預金 9,912 9,225
金 ― ―
適格債券 14,823 ―
適格株式 7 ―
適格投資信託 ― ―

適格金融資産担保合計 24,743 9,225
適格保証 15,104 8,185
適格クレジット・デリバティブ ― ―

適格保証・適格クレジット・デリバティブ合計 15,104 8,185

■�派生商品取引及び長期決済期間取引の取引相手のリ
スクに関する事項

●　�与信相当額の算出に用いる方式
　先渡、スワップ、オプションその他の派生商品取引の与信相当額は
カレント・エクスポージャー方式にて算出しております。

●　�グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る。）の合計額
（単位：百万円）

平成23年3月期 平成24年3月期

グロス再構築コストの
額の合計額 0 0

●　担保による信用リスク削減手法の効果を勘案する前の与信相当額
（単位：百万円）

種類及び取引の区分
与信相当額

平成23年3月期 平成24年3月期

派生商品取引 159 91
外国為替関連取引及び金関連取引 ― ―
金利関連取引 159 91
株式関連取引 ― ―
貴金属関連取引（金関連取引を除く） ― ―
その他のコモディティ関連取引 ― ―

クレジット・デリバティブ ― ―
合計 159 91

（注）	�原契約期間が5営業日以内の外国為替関連取引の与信相当額は、上記記載か
ら除いております。

●　�グロス再構築コストの額（零を下回らないものに限る。）の合計
額及びグロスのアドオンの合計額から担保による信用リスク削減
手法の効果を勘案する前の与信相当額に掲げる額を差し引いた額

　同額でございます。

●　担保の種類別の額
　該当ございません。
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（注）	�原契約期間が5営業日以内の外国為替関連取引の与信相当額は、上記記載か
ら除いております。

種類及び取引の区分
与信相当額

平成23年3月期 平成24年3月期

派生商品取引 159 91
外国為替関連取引及び金関連取引 ― ―
金利関連取引 159 91
株式関連取引 ― ―
貴金属関連取引（金関連取引を除く） ― ―
その他のコモディティ関連取引 ― ―

クレジット・デリバティブ ― ―
合計 159 91

（単位：百万円）

●　�与信相当額算出の対象となるクレジット・デリバティブの想定元
本額をクレジット・デリバティブの種類別、かつプロテクション
の購入又は提供の別に区分した額

　該当ございません。

●　�信用リスク削減手法の効果を勘案するために用いているクレジッ
ト・デリバティブの想定元本額

　該当ございません。

■証券化エクスポージャーに関する事項
●　�銀行及び連結グループがオリジネーターである場合における信用

リスク・アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関
する事項

　該当ございません。

●　�銀行及び連結グループが投資家である場合における信用リスク・
アセットの算出対象となる証券化エクスポージャーに関する事項

（１）�保有する証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の
内訳

投資家として保有する証券化エクスポージャーの額

（２）�保有する証券化エクスポージャーの適切な数のリスク・ウェイト
の区分ごとの残高及び所要自己資本の額

投資家として保有する証券化エクスポージャーのリスク・ウェイトご
との残高及び所要自己資本の額

平成23年3月期 平成24年3月期

残高 所要自己資本の額 残高 所要自己資本の額

０％ ― ― ― ―
20％ ― ― ― ―
50％ ― ― ― ―
100％ ― ― ― ―
350％ ― ― ― ―

自己資本控除 328 328 ― ―
合計 328 328 ― ―

（単位：百万円）

（３）�自己資本比率告示第２４７条の規定により自己資本から控除した
証券化エクスポージャーの額及び主な原資産の種類別の内訳

平成23年3月期 平成24年3月期

債務担保証券 330 ―
合計 330 ―

（単位：百万円）

（注）	�未収等債務担保証券に関連するエクスポージャーを含めております。

●　担保による信用リスク削減手法の効果を勘案した後の与信相当額

（５）�自己資本比率告示附則第15条の適用により算出される信用リス
ク・アセットの額

　該当ございません。

●　�銀行及び連結グループがオリジネーターである場合におけるマー
ケット・リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャー
に関する事項

　該当ございません。

●　�銀行及び連結グループが投資家である場合におけるマーケット・
リスク相当額の算出対象となる証券化エクスポージャーに関する
事項

　該当ございません。

（４）�保有する再証券化エクスポージャーに対する信用リスク削減手法
の適用の有無及び保証人ごと又は当該保証人に適用されるリス
ク・ウェイトの区分ごとの内訳

　該当ございません。

エクスポージャーの額

平成23年3月期 平成24年3月期

住宅ローン債権 ― ―
自動車ローン ― ―
クレジットカード与信 ― ―
リース債権 ― ―
事業者向け貸出 ― ―
法人向け信用リスク（CDO）等 328 ―
その他（※） ― ―
合計 328 ―

（単位：百万円）

（※）	�投資事業組合が保有する投資信託に含まれるもの
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バーゼルⅡ（第3の柱）に基づく開示事項

○子会社・関連会社株式の貸借対照表計上額等

貸借対照表額

平成23年3月期 平成24年3月期

子会社・子法人等 359 10
関連法人等 ― ―
合計 359 10

（単位：百万円）

●　�出資等又は株式等エクスポージャーの売却及び償却に伴う損益の
額

銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージャー

平成23年3月期 平成24年3月期

売却損益額 7 △ 11
償却額 819 3,885

（単位：百万円）

●　�海外営業拠点を有する銀行における、自己資本比率告示第18条
第1項第1号の規定により補完的項目に算入した額

　該当ございません。

●　�自己資本比率告示附則第13条が適用される株式等エクスポージ
ャーの額及び株式等エクスポージャーのポートフォリオの区分ご
との額

　該当ございません。

■�信用リスク・アセットのみなし計算が適用される
エクスポージャーの額

　該当ございません。

■�銀行勘定における金利リスクに関して銀行が内部管
理上使用した金利ショックに対する損益又は経済的
価値の増減額

　当行が内部管理上使用した金利ショックに対する銀行勘定の経済的
価値の増減額
　平成23年3月期
	 99パーセンタイル値	 …	 △5,920百万円
	 1パーセンタイル値	 …	 2,173百万円
　平成24年3月期
	 99パーセンタイル値	 …	 △2,687百万円
	 1パーセンタイル値	 …	 4,945百万円
（注）	1.	�当行では、金利ショックとしてアウトライヤー基準の99パーセンタイル

値と１パーセンタイル値を計算し、金利リスク量を計測しております。
	 	 �上記経済的価値の増減額は、金利ショックにより発生するリスク量を表

し、市場金利に影響を受ける当行の保有する銀行勘定の資産・負債（例え
ば、貸出金、有価証券、預金等）を計測対象としております。

	 2.	�当行が保有する円建の資産・負債以外の外貨建の資産・負債の割合は５％
未満となっているため、円建の資産・負債に含めて経済的価値の増減額を
計算しております。

	 3.	�コア預金の金利リスク量は、平成20年9月より内部モデル（*）により計
測しております。

	 	 �(*）当行の流動性預金の過去5年間の残高実績から、将来5年間の残高推
移を推計し、金利追随分を控除した金額をコア預金としております。

■�自己資本比率告示第8条第1項第2号イからハまで又
は第31条第1項第2号イからハまでに掲げる控除項
目の対象となる会社のうち、規則上所要自己資本を
下回った会社

　該当ございません。

　該当のない項目については記載を省略しております。

●　貸借対照表及び損益計算書で認識されない評価損益の額
　該当ございません。

●　�貸借対照表で認識され、かつ、損益計算書で認識されない評価損
益の額

平成23年3月期 平成24年3月期

貸借対照表で認識され、かつ、
損益計算書で認識されない評
価損益の額

△3,117 176

（単位：百万円）

■�銀行勘定における出資等又は株式等エクスポージ
ャーに関する事項

●　�貸借対照表計上額、時価及び次に掲げる事項に係る貸借対照表計
上額

○出資等エクスポージャーの貸借対照表計上額等

平成23年3月期 平成24年3月期

貸借対照表額 時価 貸借対照表額 時価

上場している出資等又は
株式等エクスポージャー
の貸借対照表計上額

8,385 7,500

上場株式等エクスポー
ジャーに該当しない出
資等又は株式等エクス
ポージャーの貸借対照
表計上額（その他の有
価証券含む）

810 320

合計 9,195 9,195 7,821 7,821

（単位：百万円）
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